別記第１号様式（第５条関係）                         　　      　　　　　　単独申請用　

リサイクル技術研究開発補助金　事業計画書

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

北海道知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　住　所
        　                  　氏　名（法人の場合は法人の名称及び代表者の職氏名）
          　     　             　                                                 　
リサイクル技術研究開発補助金交付要綱第５条の規定により、事業計画書を提出します。
記
１　事業の目的及び内容



２　補助事業に要する経費及び補助金申請希望額
　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　補助金申請希望額　　　　　　　　　　　　　　　円

３　事業の着手及び完了の予定日
着　手　　　　年　　月　　日
完　了　　　　年　　月　　日

４　添付書類
（１）【法人の場合】最近２年間の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、営業報告書等）
【個人の場合】最近２年間の青色申告書の写し
（２）【法人の場合】定款及び登記簿謄本（申請日前３ヵ月以内のもの）
【個人の場合】住民票抄本（申請日前３ヵ月以内のもの）
（３）道税に滞納がないことの証明書（申請日前３ヵ月以内のもの）

５　補足資料
（１）試作品等の図面（規格を記入）及び工程図等
（２）特許・意匠登録を取得（又は出願）している場合はその書類の写し
（３）事業計画書の記載内容を補足する資料
（４）その他研究開発に関して参考となる書類

※　グループで申請する場合は、「グループ申請用」の様式により申請してください。
[bookmark: _GoBack]
       　                            　　                　　　　単独申請用　

１　総括表
	事業の名称
	

	試験研究
の区分　
	本事業で計画する全ての試験研究の区分に☑

	
	　□
	基礎研究
	　□
	実用研究
	　□
	技術改善

	
	　□
	応用研究
	　□
	試作研究
	

	事業の概要
	研究開発の目的（新たに開発する技術）

	
	産業廃棄物の種類（インプット）

	
	成果品（アウトプット）


	
	技術開発上の課題

	
	


	
	課題解決のため本事業で行う研究開発の内容

	
	


	事業実施場所
（所在地）
	

	          　　支出内訳  （単位：円）
	        　　資金調達内訳  （単位：円）

	区　  分
	補助事業に
要する経費
	補　助　金
申請希望額
	区    分
	金  額
	資金の調達先

	原材料費・副材料費
	
	
	自己資金
	
	

	治具・工具費
	
	
	借　入　金
	
	

	外　注　費
	
	
	
	
	

	技術導入費
	
	
	
	
	

	試験検査依頼費
	
	
	
	
	

	賃　　　金
	
	
	道補助金
	
	

	特許実施費
	
	
	そ　の　他
	
	

	先行技術等調査費
	
	
	合　　計
	
	

	ﾘｰｽ料･ﾚﾝﾀﾙ料
	
	
	補助不採択の場合の予定(いずれかに○)
  実　施・中　止・延　期・
その他

	機械購入費
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	合　　計
	
	
	

	他の補助制度
との関係
	他の補助制度への申請又は申請予定(いずれかに○)
	有　・　無

	
	名　　称
	（補助制度名）

	
	実 施 者
	 国・道・市町村・その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	補助内容
	（補助率・補助額など）

	担当者連絡先
	（職氏名）
（勤務先名称、所在地）
（TEL　　　　　　 FAX　　　　　　）
（担当者 E-mail　　　　　　　　　　）


２　申請者の概要
（１）事業内容等
	業　　種
	
	資本金
	千円

	主な事業内容
(生産・販売品目等)
	


	従業員数
	（一般被保険者）　　 　名
	（うち臨時雇用･パート）　　名

	設立年月日及び沿革
	　　　年　月　日　設立


	主　要　な
取 扱 品 目
	①
	売上比率
	%

	
	②
	   〃
	%

	
	③
	   〃
	%

	主　要　な
販　売　先
	①
	   〃
	%

	
	②
	   〃
	%

	
	③
	   〃
	%

	主　要　な
仕　入　先
	①
	仕入比率
	%

	
	②
	   〃
	%

	
	③
	   〃
	%



（２）研究開発部門の設置状況と開発実績
	研究開発部署等の設置状況
(該当項目欄に○を記入)
	常設
	暫定
	なし
	研究開発従事者
	年間研究開発予算

	
	
	
	
	名
	千円程度

	主
要
な
開
発
実
績
	
	開発時期
	研究開発の概要
	事業化の内容

	
	①
	


	


	



	
	②
	


	


	



	
	③
	


	


	



	
	④
	


	


	





（３）産業廃棄物処理状況（研究開発を実施する事業所が産業廃棄物を処理している場合）
	産業廃棄物の種類
	処理方法
	処理量(t/年)
	許可の有無（優良認定の有無）

	
	
	
	（優良）有・無 

	
	
	
	（優良）有・無 


※　「許可の有無」には、産業廃棄物処理施設設置又は産業廃棄物処理業に係る許可の有無及び許可番号を記載すること。

（４）環境配慮活動
　ア　環境マネジメントシステムの取得状況（取得している区分に☑）
	環境マネジメントシステムの種類
	初回認証・登録日

	□
	ＩＳＯ１４００１
	

	□
	エコアクション２１
	

	□
	ＨＥＳ（北海道環境マネジメントシステムスタンダード）
	

	□
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	



イ　その他　独自の取組
	取組内容（概要を簡潔に記載）

	




（５）環境関係法令の違反による罰則又は命令等の不利益処分の有無
	環境関係法令の違反による罰則又は命令等の不利益処分の有無
（過去５年以内）
	有　　・　　無    （いずれかに○）

	
	【有の場合の内容】




３　研究開発の内容について
（１）独創的な項目
	






（２）特徴的な自社技術やノウハウ
	






（３）取得した特許（申請中のものを含む）
	






（４）利用する他社技術（特許等）
	





（５）本事業で解決する技術的な課題
	課題①
	







	課題②
	







	課題③
	







	課題④
	







	課題⑤
	










（６）現在までの進捗状況と本事業での実施内容（技術的課題の解決方法）
	区
分
	右欄に○記入
	現在までの実施状況及び本事業で計画している実施内容
（技術的課題の解決手法及びその他の実施内容の具体的作業について）

	
	現時点
	本事業
	

	基礎研究
	未着手
	

	自社
	

	






	
	実施中
	

	外部依頼
	

	

	
	完了
	

	実施せず
	

	

	応用研究
	未着手
	

	自社
	

	






	
	実施中
	

	外部依頼
	

	

	
	完了
	

	実施せず
	

	

	実用研究
	未着手
	

	自社
	

	






	
	実施中
	

	外部依頼
	

	

	
	完了
	

	実施せず
	

	

	試作研究
	未着手
	

	自社
	

	






	
	実施中
	

	外部依頼
	

	

	
	完了
	

	実施せず
	

	

	技術改善
	未着手
	

	自社
	

	






	
	実施中
	

	外部依頼
	

	

	
	完了
	

	実施せず
	

	




（７）実施体制
	担当
	氏　名
	所属及び職名
	連絡先

	開発
責任者
	
	
	TEL

	
	MAIL
	FAX

	事務
担当者
	
	
	TEL

	
	MAIL
	FAX

	開発従事者
	社内担当者
	氏　名
	最終学歴
	年齢
	勤続年数
	本研究での担当内容
	資格(共同申請は企業名)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	社外協力者
	氏　名
	所属（会社名・役職）
	協力指導内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（８）研究開発のスケジュール
	項　目
	担当者
	　　年
	　　年

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	





４　事業化の見込みについて
（１）研究開発成果に対する市場ニーズ
	











（２）競合品等との関係
ア　競合品の状況
	










　　　
イ　競合品に対する優位性
	













（３）事業化の方法（成果の提供内容、資材調達先、製造先、販路、販売方法、スケジュール、事業化体制（他社との連携スキーム等含む）など）
	








※　本補助制度では、補助事業終了後概ね３年以内の事業化を要件にしていますが、３年を越えるものでも事業化までの具体的な計画を示すことが可能な場合は補助対象となります。

（４）事業化に３年以上を要する場合、その理由と事業化までの具体的な計画
	









	売上計画
	年度

売上
	昨年度
実績
	今年度
(見込)
	補助後
１年目
	補助後
２年目
	補助後
３年目

	
	
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	
	既存事業売上高
	円
	円
	円
	円
	円

	
	当該
新規
事業
	単価
数量
売上高
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	合　計
	円
	円
	円
	円
	円

	増員計画(事業化に向けての増員予定数)
	名
	名
	名


（５）売上計画

                    　                   単独申請・グループ申請　共通　
経営状況表
事業者（代表者）名　　　　　　　　　　　
１　財務状況                                                      （単位：千円）
	期間
科目
	前々期
年　月～年　月
	前期
年　月～年　月

	１
	売上高
（Ａ）
	

	


	２
	経常利益
（Ｂ）
	

	


	３
	総資本
（Ｃ）
	

	


	４
	自己資本
（Ｄ）
	

	


	５
	流動資産
（Ｅ）
	

	


	６
	流動負債
（Ｆ）
	

	


	７
	総資本経常利益率
（Ｂ／Ｃ×100）
	

	


	８
	売上高経常利益率
（Ｂ／Ａ×100）
	

	


	９
	自己資本比率
（Ｄ／Ｃ×100）
	

	


	10
	流動比率
（Ｅ／Ｆ×100）
	

	



※　この資料は、過去２か年の財務諸表により作成してください。
※　金額は、百円の位を四捨五入して、千円単位で記入してください。率は、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下第１位まで記入してください。

２　借入金等の状況                            　     　　　 （　　年　　月末現在）
	借入先名
	借入年月
	借入金
（利率）
	借入残
（利率）
	一回の
元金返済額
	返済
終了年月

	

	年　月
	千円
（　  ％）
	千円
（　  ％）
	千円
月当
	年　月

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	



※　借入金等の状況は、直近のものを記載してください。
1

